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エ リック ・セ イ ズ レー(フ ラ ンス国 立科 学研 究 所)

私 の報告書 は、 フ ランスにお ける日本学 ではな くて、私の属す る国 立

科学研究所 につ いて、 日本学についての報告 を させて いただ きます。

まず、国立科学研 究所(シ ェネ レス)と い うもの は、 どうい うものか

触れてみた いと思 い ます。国立科学研究所 は、1939年 に創立 され、現 在

はフラ ンスにお ける最 大の研究機関で ございます 。1986年 の時点 にお い

て1330の 研究単位 に分 かれた1万1千 人 の研究者 を擁 してお ります。 こ

れ らの研究者 の内、大半 は自然科学部門っま り生命科学 ・数学 ・物 理学

に属 してお ります。人文 と社会 の科学部門 は、研究者全 体 の12.8%に す

ぎない。っま り社会科学領域 の専門家 は、大変 に少数派 と言 って もよろ

しい と思 います。

シェネ レスの研究 単位 は、2つ のカテゴ リーに分類 されてお ります。

す なわ ち固有研究単 位(Unit駱ropre)と い うシェネ レス研究 員 のみ に

よって構成 されてい るグループ と、共同研究単位(Unit饌ssoci馥)と い

う、 シェネ レス以外 の研 究機 関 と協力 して、研究 す るグループであ りま

す。お よそ3分 の2以 上 の研究者 は、 この共 同研究単位 に属 してお りま

す。 日本学(Etudesjaponaises)に 関 して言 えば 、現 在 の ところ シェネ

レスに は、専門 の研究所 は存在 してお りませ ん。日本学が主要な研 究対

象 で はない、い くっ かの固有研究単位 や、共同研究単位 の中で研究 され

てい るのであ ります 。

シェネ レスにおける日本学 を、簡単 に説明 申 し上 げます。 シェネ レス

において、日本学 は、特 に5っ の研究単位 によって研究 されてお ります。
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っ ま り第1は 、 日 本 学 高 等 研 究 所(lnstitutdeshautesEtudesjaponaises)、

2番 目 は 現 代 日 本 研 究 セ ン タ ー(CentredesrecherchessurleJapanconte

mporain)、3番 目 は 、 特 に 制 度 と 法 に 関 す る 比 較 研 究 所(lnstitutdes

recherchescomparativessurlesinstitutionsetledroit)、4番 目 は 東 ア ジ

ア 言 語 セ ン タ ー(Centredesrechercheslanguistiquessurlar馮ionoriental

e)、5番 目 は 、 中 国 ・ 日 本 ・韓:国 に 関 す る 科 学 技 術 史 共 同 計 画

(Programmedesrecherchessurl'histoiredestechniquesetdessciencesen

Chine,auJaponetenCor馥)o

第1番 目 は 日 本 学 高 等 研 究 所 。 こ の 研 究 所 は 、 シ ェ ネ レス の 共 同 研 究

単 位 で あ り ま す 。 も と も と は1934年 に パ リ大 学 に お い て 、 ア ゲ ノ エ ル 教

授 に よ っ て 創 設 さ れ た 後 に 、1974年 に コ レ ー ジ ュ ・ ド ・フ ラ ン ス に 帰 属

す る よ う に な り ま し た 。 現 在 は 、 コ レ ー ジ ュ ・ ド ・フ ラ ン ス の ベ ル ナ ー

ル 先 生 に よ っ て 運 営 さ れ て お り ま す 。

1987年 に お い て 、 こ の 研 究 所 に は23人 の 研 究 者 が お り ま す 。 そ の 内10

人 が シ ェ ネ レ ス の 研 究 員 で 、 ほ か の13人 は 外 部 研 究 機 関 、 特 に 大 学 に 属

して お り ま す 。 こ の23人 は 、 専 門 と し て は 一 番 目 が 言 語 学 、 そ れ か ら 文

学 、 宗 教 と 思 想 、 民 族 誌 学 、 民 間 宗 教 、 歴 史 文 献 の6部 門 に 分 か れ て お

り ま す 。 日 本 学 高 等 研 究 所 は 、 研 究 と資 料 収 集 と い う2っ の 役 割 を 果 た

して い ま す 。 上 記 の6分 野 に つ い て は 、18,000冊 の 蔵 書 を 擁 す る 図 書 館

を 持 ち 、 研 究 者 と 博 士 課 程 の 学 生 の 利 用 が 許 可 さ れ て お り ま す 。 ま た 、

こ の 研 究 所 は 、 独 自 の 出 版 を 行 い 、1977年 以 来15冊 が 出 版 さ れ て お り ま

す 。1986年 以 来 、 『研 究 と ゼ ミナ ー ル 』(TravauxetConf駻ences)と い う

小 冊 子 を 出 版 し て お り ま す 。

こ の 研 究 所 の 特 徴 と さ れ る分 野 は 、 民 族 学 ・宗 教 学 と 仏 教 に 関 す る 研

究 で あ り ま す 。 も っ と も こ の 研 究 所 は 、 今 や 新 しい 分 野 、 つ ま り美 術 史 ・
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科学 史 ・古典文学 などを開拓 しようとしてお ります 。 この研究所 は、 フ

ラ ンスにおけ る日本研究 では、最大の規模 の研究機関 であ ります。

2番 目は、現代 日本研究 セ ンターであ ります 。 このセ ンターは1973年

に設 立 されて、社会科学高等研究所(EcoledeshautesEtudesdelascience

sociale)に 属 してお ります。 この名称が示すよ うに、 この セ ンター は現

代 日本 に関 して、 これまであま りフラ ンスにおいて研究 されていな い分

野 の研究を発展 させ るために創設 され ま した。すなわち、人文地理 学 と

都市計画、経済学 と政治学 な どであ ります。 このセ ンターは、社会科 学

高等研究所 のオギュスタ ン ・ベル ク教授 によって運営 されてお ります。

1987年 には、 このセ ンターには9人 の研究者が属 してお ります。その内、

3人 が シェネ レスの研究員で あり、3人 が社会科学高等研究所の先 生で

あ ります 。 このセ ンターは、研究 と教育 と情報 とい う3っ の役割 を果 た 幽

してお ります 。

まず、研究部門 に関 しては、1982年 か ら1984年 にか けて、 センターが

半年 ごとに 『現代 日本 の社会科学』 とい う雑誌 を刊行 して、後に は、2

年 ごとに著作 を刊行 す ることにな りま した。1冊 目 は1987年 に出版 され

て、1989年 っ まり今年 も出版す る予定で ございます。他方、セ ンターは、

社会科学 に関す る博士 課程の学生 、今の ところは30人 程度 に教育 を行 っ

て いる。 また資料に関 して は、 もっぱ ら研究者 のために、社会科学 と経

済学 に関す る4,500冊 の蔵書 と200種 類 の雑誌を所有 す る図書館 が あ りま

す 。

3番 目は、制度 と法 に関す る比較研究所。上 に挙 げたものとは異 なり、

この研究所 は、 シェネ レス独 自の研 究単位で あ ります。1969年 に現在 の

よ うな形態 で創設 されま した。 この研究所は、パ リ第一大学 のルサージュ

教授 に よって運営 されてお ります。1980年 初 めか らこの研究所は、極 東
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の国 々をその研究 の射程距離 に入れ ることに決定 いた しま した。そ のた

め、従来 まで 中国研究 に限 られていま したが、1984年 か ら日本 、1987年

か ら韓国研究が始 ま りま した。研究領域 は、主に公 法 ・憲 法 ・教育 法 と

政治学であ ります。 日本学 ・韓国学 の分野 は、現在 の ところ研究者 は1

人であ ります。私 のことで ございます。

研 究所の図書館 は、 日本に関す る基本図書 は300冊 しか な く、10種 類

以上 の 日本 法律雑誌 を所蔵 してお ります。 この研究 は、 シェネ レス にお

けるただ一 っの現 代 日本に関する独 自の研究単位 、っま り固有研究 単位

であ ります。

4番 目は、東 アジア言語学研究所。 このセ ンターは1960年 に東京 の フ

ランス大使館 の元文化参事官 リガロフ教授によ って創設 され ま して 、現

在 の ところ は、中国研究者 のア ラン ・ペローバによ って運営 されて お り

ます。行政的 に は、社会科学高等研究所に属 してお ります。 また シェネ

レスの研究単 位 とともに働 いてお ります。 さまざまな研究機関か ら30人

以上 の研究者 が参加 してお ります。初め は中国学 か ら始 まったこのセ ン

ターは、次第 に研究領域 を多様化 させてい きま した。現在 のところは、

7人 の研究者 によ って、 シェネ レスの研 究者1人 を含 めて、 日本語 と韓

国語 の統辞法 と意味論 に関 しての研 究が行 われて お ります。 また、 この

研究所 は8,000冊 の蔵書 と76種 類の雑誌 を所有 し、その内300冊 の本 と10

種類 の雑誌 が 日本 の ものであります。 さらに この研究所 は、1977年 か ら

半年 ごとに 『東 ア ジア言語学 ノー一ト』(Cahierdelinguistiquesurlar馮ion

orientale)を 刊行 してお ります。

日本 に関す る言語学 の研究が発展 して きたたあ、 その研究所 は、来 年

度の研究活動 を東北 ア ジアに拡大す る方針 であ ります。80年 代 か ら、 こ

れ らの研究 は、主 にセ ンターに招 かれた日本人の研究者によ って行 われ
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て いた。現在行 われてい るこのセ ンターの核心 は、日本学研究 に新 た な

出発点を与え るのであ ります。

5番 目は、中国 ・日本 ・韓国 に関す る科学技術史共同研究計画。 この

プ ログラムは、中国の専 門家 であるコ レー ジュ ・ド・フランスの ジャ ッ

ク ・ジェル ネ教授 の指導 の もとに企画 されてお りま した。研究領域 は、

植物 学 と民族植物学 と数学 であ ります。日本 に滞在経験 のあるフ ランス

人の中国学者 によ って研究 が続 け られてお ります。

次 は、 シェネ レスにおけ る日本学の現在 の問題点 にっ いて、 ち ょっと

お話 したい と思 います 。特 に憂慮すべ き問題点 としては、3っ あ げ られ

ると思 います。

第1の 問題 としては、新 しい研究者 の採用。 シェネ レスの東洋研究 部

門で は、研究 と語学 の両面 において能力 を有す るとい うことが、採用 の

一般 的基準 であ ります 。っま りシェネ レスのすべて の日本学研究者 は、

各 々の専 門研究領域 に加 えて、 日本語 に も習熟 して いなけれ ばな らな い

とい うことで、大多数 の研究者 は日本 に長 く滞在 して きた経験があ りま

す。少 な くとも5年 とか、 シェネ レス入所前 も含あて、多 くの場合 は、

日仏 会館 を通 じて 日本 に行 くことが出来 ま した。

この研究 と語学 の両面 を重視す る方針 は、現代日本 に関 して研究を行 っ

てい る、ほかのす べての研究機関 とは、最 も異 なる特徴であ ります。 現

在 は、研究者 の質 を高 め るためには、既 に博士号 を取得 した者で、 いず

れかの研究機関 において一時的 なポス トを得て いる者 に限 って、 シェネ

レスに入所 す る可能性 を持 っよ うに配慮 されて お ります。シェネ レスに、

日本 学研 究者 のための特別 なポス トは、確保 されて お りません。候補 者

に よって示 された研究計画 あるいは各々の研究所 の研究の方向に従 って、

必要 な研 究者 が決 定 されてお ります。
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もっとも80年 代 の初 めか ら、 シェネ レスの基本方針 と しては、極 東 っ

ま り日本研究 の発展 が定 あ られてお ります。 このためには、まず研 究者

の採用 が最 も優先的 に考慮 されてお りま した。その結果 として、1981年

か ら平均 して、毎年1人 の研究者 が採用 されてお ります。以上 の厳 しい

条件 か ら必然的 に入所年齢 は比較的高 くな ります。今の ところは、32歳 、

33歳 が最 も若 い例 です。 この厳 しい条 件 は、若年 の研究者の採用 の障 害

とな ってお ります。

フラ ンスにおけ る日本学 のブームに もかかわ らず、 シェネ レスには、

候補者が殺到 す るとい うことはない。そのために、現代 日本に関す る学

問 と研究の発展 と革新 は、大 き く妨 げ られてお ります。

2番 目の問題 。財政 の問題。 シェネ レスにおける日本研究の ために、

資金 は国家 よ り支給 されてお ります。 また は日本 か らの資金、っ ま り日

本国際交流基 金、 日本の文明 と言語 の研究のための基金 よ り補充 されて

お ります。ま たこの基金 は、図書 と海外派遣 とパ ー トタイムのため に優

先的 に割 り当て られてお ります 。一例 と して、 シェネ レスは、毎年 日本

学高等研究所 に120万 円を蔵書 の購入 のため に割 り当 てて います 。 海外

派遣 に関 して は、研究所 の予算 と国際交流基金、それに協定 によってシェ

ネ レスと関係 を持 って いるGSPSと によ って、賄われてお ります 。 これ

らの財源 によ り、多数 の研究単位に とっては、十分 とは言 えないが、少

な くと もすべ ての研究者 は、二、三年 ごとに平均 して1カ 月 日本 に滞 在

す ることがで きます。

3番 目の問題 は、研究 の効率。研究 の効率 と申 しますの は、まず、 国

際協力 にっ きま して、ち ょっと触れてみたい と思 います。 シェネ レス の

すべての研究所 は、外国 の研究者 を迎え入れ る役割 を持 って います。 日

本学 グループ もこの例外 ではな く、現在 において は、 この協力 は、3っ
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の形式で実践 されてお ります。

まず第1は 研究所 の日本の研究者 の組み入れ、2番 目は講演 とか ゼ ミ

ナールへ の日本 の先生 の招待 。 この最後の方法 は、最 も頻繁 に利用 され

ています。 日仏 の相互協力が、他国 の日本学者 の交流よ りも最 もしば し

ばなされてお ります。研究所が外国 の日本学研究者 を受け入れることは、

ほ とんどない。 しか し、 これ はフランスの研究者 に、他 国の同様 の学者

との交流 がないわ けではな く、 これ らの交流 は、 もっぱ ら個人 的に な さ

れてい るものです 。日仏総合研究へ の参加、例 えば先 ほど申 し上 げ ま し

たよ うに現代 日本研究 セ ンターにっきま して は、日本の都 市計 画 と都市

制度 に関す る共同研究計画 に基 づいて研究 を行 って お りますが、 この方

式 の研究 は、やは り例外 と言え るわけです。

研究所間 の関係 にっ きま して、研究領域 と関心 の多岐性の ために、 日

本 に関 して研究 を行 っている各研究所 の関係 は、基本的 に個人的であり、

非公式 であ ります 。日本 に関す る研究 は、 まだ多 くの点 にお いて、個 人

主義 によ って特徴 づけ られて いる段階 にとどまって お ります。つま り、

各 グループや研究計画 は、ほとん ど体系づ け られて お らず、確かに そ の

ために は柔軟性 があ るか もしれないけれど も、 しか し問題が ないとは言

えない と思 います。逆説 的には、 ほかの社会科学 の研究所 との交流 の ほ

うが、 日本学研究 の グループとの交 流よ りも有益 であ ります。

外 部 との交流 にっいて は、まず、個人 によ って、あ るいは共同で や る

出版があ ります。80年 代 初めか ら、平均 と して毎年1、2冊 の日本 に関

す る本が、 シェネレスの研究員 によって、ま たシェネ レス研究員が 直接

に参加 して書かれてい ます。その傾向が、85年 代 に入 りま してます ます

強 ま り、特 に現代 日本 に関 し顕著で あります。

第2は 、 シェネ レス研究員は大学 との関係 を、特にパ リ第三大学 っ ま
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り東洋語学校 、 あるいはパ リ第七大学で授業 をや っているとか、あ るい

は研究の組織 その もの と して、あるグル ープ は、例 えば先 ほど申 し上 げ

ま したように、 日本学高等学 セ ンター、美術館 など と特別な関係 を持 っ

てお ります。

第3に 、 シェネ レスにおけ る日本研究 は、以上挙 げたよ うな外 部 との

関連 に もかかわ らず、比 較的孤立 して いると言 わなければな らな い と思

います。 まず、研究の成 果にっいて 日本 に関す る情報 が、真剣 に求 め ら

れているのに もかかわ らず、マス コミはほとん ど注 目す ることはあ りま

せん。2番 目は、現代 日本研究 グループが、現 実的に政策形成 に参加 す

ることはあ りません。3番 目 は、現代 日本研究 グループは、諮問機 関 と

しての活動 は行 って いません。そのために、経済界 に対す る影響 は少 な

く、経済界 は、 あま り質がよい とは言 えない彼 ら自身 の情報機関 を利用

す るわけです。

結論 として は、すべ てのフランスにおける日本研究 と同様 に、 シェネ

レスにおける日本研究 も、伝統的な3っ の分野が支配 的であ ります 。 っ

まり、言語 と文学 、歴史、宗教であ ります。現代的な面に関す る研究は、

最近始 め られ たばか りであ り、研究者 は不十分であ るので、限 られ た分

野 のみであ ります 。 シェネ レスにおけ る日本研究 は、外部 の研究機 関 に

対 して と同様 に、研究 の効率 を改善す るためには、機関の内部 で もっ と

コ ミュニケー ションに努力 を払わ なければな りません。

(1989年3月)
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